
 

 
 
 
 
 

平成24年の労働契約法同法の改正により有期労働契約が反復更新されて通算5年を超えたときに、

労働者の申込みによって企業などの使用者が無期労働契約に転換しなければならないルール （無期転

換ルール）が導入されています。多くの企業で平成 30 年 4 月以降、この無期転換ルールに基づく無

期転換申込みが行われることを踏まえ、就業規則の用意等の準備が必要となります。 
 

無期労働契約への転換（無期労働契約への転換（無期労働契約への転換（無期労働契約への転換（労働契約法労働契約法労働契約法労働契約法第第第第 18181818 条）条）条）条）    

同一の使用者との間で、有期労働契約が通算で 5 年を超えて繰り返し更新された場合は、労働者の申

込みにより、無期労働契約（別段の定めがない限り、従前と同一の労働条件）に転換します。通算契約期

間のカウントは、平成25 年4 月1 日以後に開始する有期労働契約が対象です。平成25 年3 月31 日

以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含めません。 

なお、有期労働契約と有期労働契約の間に、空白期間（同一使用者の下で働いていない期間）が6 か月

以上あるときは、その空白期間より前の有期労働契約は 5 年のカウントに含めません。通算対象の契約

期間が 1 年未満の場合は、その 2 分の 1 以上の空白期間があれば、それ以前の有期労働契約は 5 年の

カウントに含めません。 

    

無期転換の申込みを使用者無期転換の申込みを使用者無期転換の申込みを使用者無期転換の申込みを使用者はははは拒否拒否拒否拒否できできできできないないないない    

有期労働契約通算５年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無期転換無期転換無期転換無期転換へのへのへのへの準備が必要準備が必要準備が必要準備が必要    

この「無期転換ルール」を定めた改正労働契約法が平成25 年４月１日に施行されてから、来年の平成

30 年4 月1 日で5 年となるため、通算5 年をカウントする有期雇用契約に無期転換権が発生すること

となります。 

したがって、無期転換が円滑に進むよう、無期転換後の労働条件のあり方について、労使であらかじめ

よく話し合い、就業規則や労働契約書などに規定しておくことが非常に重要になります。 

 

 

平成平成平成平成22229999年年年年6666月月月月9999日日日日                                                        キリン通信キリン通信キリン通信キリン通信                                    （（（（    VOL VOL VOL VOL ．７．７．７．７６６６６９９９９）））） 

キリン社会保険労務士事務所  特定社会保険労務士 入来院 重宏 
〒184－0004  東京都小金井市本町1－8－14サンリープ小金井305  ＴＥＬ042－316－6420 

無期転換権発生への対応（１） 

１年  1 年  1 年  1 年 1 年  

①契約更新 
 ↓ 

労働者に無期
転換権発生 

④拒否が不可の場合は無期労働契約移行する 
（ほとんどの場合、申込みにより無期への転換が成立す
るものと思われる） 

②労働者が無期転
換の申込み 

③使用者は申
込みに対し
て拒否がで
きるか？ 

申込み拒否は解雇となる 

⇒ 労働契約法16 条の適用がある。 

労働契約法第労働契約法第労働契約法第労働契約法第16161616 条条条条    

解雇は、客観的に合

理的な理由を欠き、

社会通念上相当であ

ると認められない場

合は、その権利を濫

用したものとして、

無効とする。 

申込み拒否が可能となる場合申込み拒否が可能となる場合申込み拒否が可能となる場合申込み拒否が可能となる場合    

・就業規則の解雇事由に該当するような無期雇用

者として、雇用の継続しがたい著しい能力・技

術不足、勤務態度・成績不良 等 

・懲戒解雇にあたる非行行為 

・別段の定め（転勤あり等）につき労働者が応じ

ない場合（不成立） 

・経営上の都合で無期転換者の雇用継続が不可

（整理解雇） 

 


